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動向 常住人口の減少、人口構成の変化

【人口の推移（全国・大阪府・大阪市）】

【年齢3区分別人口の推移（大阪市）】

出典：大阪市人口ビジョン（令和2年3月更新）

・全国、大阪府の常住人口は2010年をピークに減少。大阪市は1965年をピークに減少、近年は横ばい、将来は微
減傾向で、2045年には2015年から7.1％減少と推計。

・全国的な高齢化の進行、出生数の低迷など人口構成の変化。大阪市も2045年には3人に一人が高齢者。

1965年をピー
クに減少

2005年から微増

全国・大阪府は2010
年をピークに減少

高齢者人
口年少人口

出生数の低迷

高齢者は2045年に
81万人（32％）
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出典：人口等基本集計結果概要 （大阪市）

【世帯構造別に見た世帯数の構成割合の年次推移（全国）】

単独世帯
夫婦のみ世帯の増加

単独世帯

夫婦のみ世帯

出典：厚生労働省大臣官房統計情報部（国民生活基礎調査）

夫婦とこども世帯
三世代世帯
の減少

夫婦とこども世帯

三世代世帯

【世帯の家族類型別一般世帯数の推移(大阪市）】

単独世帯
夫婦のみ世帯
ひとり親世帯

の増加

・全国的な単独世帯、夫婦のみ世帯の増加、三世代世帯の減少により、子どもが減少している。
・大阪市においてもファミリー層より少人数（単独、夫婦のみ、ひとり親）世帯が多く暮らす。
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動向 世帯構造の変化



行政区別の人口比率・世帯構成の変化動向

【区別の年齢別人口比率(国勢調査）】

出典：大阪市HP「国勢調査人口等基本集計結果の概要）を基に作成」

【区別の1世帯当たり人員(平成17年、22年、27年国勢調査）】

・年齢別人口比率について10年前と比較すると、65歳以上はほとんどの区で増加しているが、とくに西成区、生野
区、大正区で増加が顕著となっている。20～39歳は浪速区、中央区、西区で大きく増加、10歳未満は中央区、天
王寺区、西区で増加している。

・1世帯あたり人員は全区で10年前より減少しており、浪速区は1.5人を下回る。
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出典：大阪市HP「国勢
調査人口等基本集計結果
の概要）を基に作成」

《平成27年》《平成17年》

すべての区で平成17年よ
り減少（生野区、住之江

区では0.2人以上）
平成22年より住吉区、西

区、浪速区は増加

20～39歳人
口比が高い

10歳未満人
口比が増加



健康寿命の増加社会変化

・健康寿命は増加しているものの、それ以上に平均寿命が増加し、不健康な期間が増加している。
・1人当たり医療費は年々増加傾向にあり、とくに後期高齢者で大幅に増加すると予測されている。

【男女別の健康寿命（2010→2015）（大阪市）】

健
康
寿
命

出典：大阪市HP

3.76

82.6381.86

77.1476.12

3.52

1.74
1.53

女性：健康寿命+0.77歳
平均寿命+1.01歳

男性：健康寿命+1.02歳
平均寿命+1.23歳

平
均
寿
命

【１人当たり医療費の推計（全国）】

出典：2025年度に向けた国民医療費等の推計（2017年9月）健康保険組合連合会
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健康への関心の高まり社会変化

【成人のスポーツ実施率の推移（全国）】

出典：令和元年度「スポーツの実施状況等
に関する世論調査（スポーツ庁）」

・健康のため、体力増進・維持のため、運動不足解消のためにスポーツをする人が増加している。
・スポーツ実践率はとくに60代以上で高い。

【年代別週1日以上スポーツ実施率の比較（全国）】

【運動・スポーツを実施した理由（全国）】
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地域コミュニティのあり方の変化社会変化

【年齢別常用労働者の推移（全国）】
70歳以上常用労働者の増加
（H25→R1)39.5万人

出典：令和元年「高年齢者の雇用状況」
集計結果（厚生労働省）

・70才までの就業機会の確保について、多様な選択肢を法制度上整えることを目的に、改正「高年齢者雇用安定
法」（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律）が2020年に成立。

・高齢になるとともに社会活動への参加割合が低くなるほか、定年年齢が高くなることで時間の余裕が減少するこ
とで、地域社会活動等に参加する高齢者は減少すると想定される。
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【60歳以上の者の社会活動の状況（全国）】

出典：平成30年版高齢社会白書

70歳以上では60～69歳に
比べて活動者が減少



コミュニティのあり方の変化社会変化

出典：多様な主体の協働に向けた提言（大阪市）【政令指定都市 20 市の自治会加入率の推移】

【年代別市民活動への参加関心（大阪市）】

・従来の町会・自治会といった地縁型コミュニティが衰退する一方で、若い世代を中心に、ボランティアやNPOなど
特定分野を対象としたテーマ型、活動場所に着目したサードプレイス型の市民活動への関心が高まりから、コミュ
ニティのあり方も変化が見られる。

【年代別市民活動に参加した理由（大阪市）】

テーマ型、サードプレ
イス型市民活動への

関心の高まり
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出典：アドミニストレーション 第 24 巻第 2 号 (2018) 
ISSN 2187-378X（熊本県立大学総合管理学会編）

地縁組織の加入率と活性化に関する一考察
－町内会・自治会制度をめぐる基礎理論的研究（２）－

澤田 道夫

ほとんどの都市で地縁型
コミュニティは減少傾向
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